
２ 令和２年の詳細分析 

（１）届出月別にみた離婚 

届出月別の離婚件数をみると、最も多いのは「３月」であり、その割合は 11.9％となっている。届出

月が「３月」の離婚を、親権を行う子の有無別にみると、「子あり」で 12.9％、「子なし」で 10.5％と

なっている。同様に夫妻の国籍別にみると、「夫妻とも日本」で 12.0％、「夫日本・妻外国」で 10.0％、

「妻日本・夫外国」で 10.5％となっている。（表３） 

表３ 親権を行う子の有無別及び夫妻の国籍別にみた届出月別離婚件数及び構成割合 －令和２年－ 

    
 
 

子あり 子なし 夫妻とも日本 夫日本・妻外国 妻日本・夫外国

離婚件数（組）

総　数  193 253  111 335  81 918  184 408  6 278  2 567 
 １月  16 891  9 618  7 273  16 004   652   235 
 ２月  16 335  9 463  6 872  15 523   578   234 
 ３月  22 945  14 349  8 596  22 050   626   269 
 ４月  15 960  9 258  6 702  15 324   441   195 
 ５月  11 376  6 555  4 821  10 910   335   131 
 ６月  15 165  8 723  6 442  14 464   492   209 
 ７月  16 031  9 111  6 920  15 280   519   232 
 ８月  14 970  8 297  6 673  14 247   511   212 
 ９月  15 492  8 767  6 725  14 740   537   215 
10月  15 931  9 066  6 865  15 133   576   222 
11月  14 803  8 376  6 427  14 097   516   190 
12月  17 354  9 752  7 602  16 636   495   223 

構成割合（％）

総　数 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0
 １月 8.7 8.6 8.9 8.7 10.4 9.2
 ２月 8.5 8.5 8.4 8.4 9.2 9.1
 ３月 11.9 12.9 10.5 12.0 10.0 10.5
 ４月 8.3 8.3 8.2 8.3 7.0 7.6
 ５月 5.9 5.9 5.9 5.9 5.3 5.1
 ６月 7.8 7.8 7.9 7.8 7.8 8.1
 ７月 8.3 8.2 8.4 8.3 8.3 9.0
 ８月 7.7 7.5 8.1 7.7 8.1 8.3
 ９月 8.0 7.9 8.2 8.0 8.6 8.4
10月 8.2 8.1 8.4 8.2 9.2 8.6
11月 7.7 7.5 7.8 7.6 8.2 7.4
12月 9.0 8.8 9.3 9.0 7.9 8.7

届出月 総　数
親権を行う子の有無 夫妻の国籍
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（２）離婚の種類別にみた離婚 

夫妻の国籍別に「協議離婚」と「裁判離婚」の構成割合について、「協議離婚」の割合をみると、「夫

妻とも日本」は 88.1％、「夫日本・妻外国」は 93.4％、「妻日本・夫外国」は 90.1％となっている（図

11－１、第９－１表）。 

夫妻の届出時年齢（５歳階級）別に「協議離婚」と「裁判離婚」の構成割合について、「協議離婚」

の割合をみると、夫では「19 歳以下」が 95.3％と高く、「45～49 歳」が 86.6％と低くなっている。妻

では「80～84 歳」が 94.4％と高く、「40～44 歳」及び「55～59 歳」が 86.5％と低くなっている。（図

11－２、第９－２表） 

図 11－１ 夫妻の国籍別にみた離婚の種類別構成割合 －令和２年－ 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 11－２ 夫妻の届出時年齢（５歳階級）別にみた離婚の種類別構成割合 －令和２年－ 

 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



0

10

20

30

40

50

60

70

80

90

100

全

国

北

海

道

青

森

岩

手

宮

城

秋

田

山

形

福

島

茨

城

栃

木

群

馬

埼

玉

千

葉

東

京

神

奈

川

新

潟

富

山

石

川

福

井

山

梨

長

野

岐

阜

静

岡

愛

知

三

重

滋

賀

京

都

大

阪

兵

庫

奈

良

和

歌

山

鳥

取

島

根

岡

山

広

島

山

口

徳

島

香

川

愛

媛

高

知

福

岡

佐

賀

長

崎

熊

本

大

分

宮

崎

鹿

児

島

沖

縄

％

協議離婚

裁判離婚

注：「裁判離婚」には、「調停・審判・和解・認諾・判決」の５種類がある。

0

2

4

6

8

10

12

14

16

18

20

全

国

北

海
道

青

森

岩

手

宮

城

秋

田

山

形

福

島

茨

城

栃

木

群

馬

埼

玉

千

葉

東

京

神

奈
川

新

潟

富

山

石

川

福

井

山

梨

長

野

岐

阜

静

岡

愛

知

三

重

滋

賀

京

都

大

阪

兵

庫

奈

良

和

歌
山

鳥

取

島

根

岡

山

広

島

山

口

徳

島

香

川

愛

媛

高

知

福

岡

佐

賀

長

崎

熊

本

大

分

宮

崎

鹿

児
島

沖

縄

％

注：認諾離婚は、割合が少ないため表示していない。

調停離婚

審判離婚
和解離婚

判決離婚

       都道府県別に、「協議離婚」と「裁判離婚」の構成割合をみると、いずれの都道府県でも「協議離婚」はほぼ

85％以上と大宗を占めている（図 12－１、第 10－１表、第 10－２表）。 

図 12－１ 都道府県、離婚の種類別にみた離婚全体に占める割合 －令和２年－ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

次に、裁判離婚の種類別に離婚件数全体に占める割合をみると、いずれの都道府県でも「調停離婚」の割

合が最も多くなっている（図 12－２、第 10－１表、第 10－２表）。 

図 12－２ 都道府県、裁判離婚の種類別にみた離婚全体に占める割合 －令和２年－ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



0

1

2

3

全

国

北

海

道

青

森

岩

手

宮

城

秋

田

山

形

福

島

茨

城

栃

木

群

馬

埼

玉

千

葉

東

京

神

奈

川

新

潟

富

山

石

川

福

井

山

梨

長

野

岐

阜

静

岡

愛

知

三

重

滋

賀

京

都

大

阪

兵

庫

奈

良

和

歌

山

鳥

取

島

根

岡

山

広

島

山

口

徳

島

香

川

愛

媛

高

知

福

岡

佐

賀

長

崎

熊

本

大

分

宮

崎

鹿

児

島

沖

縄

（再掲）判決離婚
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％

また、「調停離婚」、「審判離婚」、「和解離婚」及び「判決離婚」の割合について、それぞれ都道府県間で比

較してみると、最も高い都道府県は、「調停離婚」は山形県、「審判離婚」は福井県、「和解離婚」は宮城県、

「判決離婚」は鳥取県となっている（図 12－３、第 10－１表、第 10－２表）。 

 

図 12－３ 都道府県、裁判離婚の種類別にみた離婚全体に占める割合（裁判離婚の種類ごとに分けて再掲） 

－令和２年－ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



（３）親権を行う者別にみた離婚 

夫妻の離婚届出時年齢（５歳階級）別に「親権を行う子がいる離婚」の離婚率（人口千対）をみると、

平成 20 年では夫妻ともに「30～34 歳」が最も高くなっていたが、令和２年では、夫は「35～39 歳」、

妻は「30～34 歳」が最も高くなっている（図 13、参考、第 11－１表、第 11－２表、第 12－１表、第

12－２表）。 

令和２年では、「夫が全児の親権を行う離婚」の離婚率は、夫は「45～49 歳」、妻は「40～44 歳」が

最も高くなっている。一方、「妻が全児の親権を行う離婚」の離婚率は、夫は「35～39 歳」、妻は「30～

34 歳」が最も高くなっている。（図 13、第 11－１表、第 11－２表） 

図 13 夫妻の離婚届出時年齢（５歳階級）別にみた親権を行う者別離婚率（人口千対）－令和２年－ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



（参考） 夫妻の離婚届出時年齢（５歳階級）別にみた親権を行う者別離婚率（人口千対）－平成 20 年－ 
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２）

３）

１）

（４）別居期間別にみた離婚 

別居期間（別居したときから離婚届の届出までの期間）別に構成割合をみると、別居期間が「１年未

満」の割合は、82.8％となっている。 

また、離婚の種類別にみると、「協議離婚」では別居期間が「１年未満」の割合は 86.2％、「裁判離

婚」では別居期間が「１年未満」の割合は 56.8％となっている。以下同様に別居期間が「１年未満」の

割合は、親権を行う子の有無別にみると、「親権を行う子あり」では 84.6％、「親権を行う子なし」で

は 80.3％となっている。別居時の世帯の主な仕事別にみると、どの仕事も 80％前後であり、「勤労者

Ⅰ2)」が 84.1％と最も高く、「農家」が 77.8％と最も低くなっている。同居期間別にみると、同居期間

「５年未満」が 86.0％と最も高く、同居期間が長くなるにつれ低くなっており、「30～35 年」が 76.2％

と最も低くなっているが、「35年以上」は 81.9％と 80％を超えている。（図 14－１、第 13－１表） 

図 14－１ 別居期間別にみた構成割合 －令和２年－ 
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夫妻の離婚届出時の年齢（５歳階級）別に別居期間別構成割合をみると、別居期間が「１年未満」の

割合は夫妻とも「70～74 歳」までは年齢が高くなるに従って低くなる傾向があるが、「75歳以上」では

逆に高くなる傾向にある（図 14－２、第 13－２表）。 

 

図 14－２ 夫妻の離婚届出時年齢（５歳階級）別にみた別居期間別構成割合 －令和２年－ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



男 女

①年齢別婚姻率の合計 0.79 0.84

②年齢別離婚率の合計 0.26 0.27

③＝②／① 0.32 0.32

注：年齢は届出時の年齢である。

＝ ③ 0.32491

②年齢別離婚率の合計
0.255961009

①年齢別婚姻率の合計
0.787789389

婚姻件数 年齢別婚姻率
(A) (A)/ (B)

男総数  525 507 
18歳  1 110  593 447 0.0018704282
19歳  2 125  599 737 0.0035432198
20歳  4 287  602 194 0.0071189683

78歳   241  640 753 0.0003761200
79歳   207  603 309 0.0003431078
80歳  1 003  525 836 0.0019074388

0 .787789389

離婚件数 年齢別離婚率
(A) (A)/ (B)

男総数  193 253 
18歳   56  593 447 0.0000943639
19歳   240  599 737 0.0004001754
20歳   628  602 194 0.0010428533

78歳   339  640 753 0.0005290650
79歳   294  603 309 0.0004873125
80歳  1 029  525 836 0.0019568839

0 .255961009
注：80歳の婚姻件数と離婚件数は80歳以上の数値である。

人　口
(B)

人　口
(B)

…

… … … …

… … …

①年齢別婚姻率の合計

②年齢別離婚率の合計

（５）年齢別婚姻率・離婚率からみた離婚 

「年齢別婚姻率の合計」は、仮に結婚する年齢を 80 歳までと設定し、「男は 18 歳から 80 歳まで、女

は 16歳から 80歳までの年齢（各歳）別婚姻率をそれぞれ合計したもの」で、１人の男または女がその

年齢別婚姻率で一生の間に結婚をするとしたときの結婚回数に相当する。令和２年の「年齢別婚姻率の

合計」をみると、男が 0.79、女が 0.84 となっている。これは、仮に令和２年の年齢別婚姻率で結婚す

るとした場合、平均して一生の間に男は 0.79 回、女は 0.84 回結婚することを意味している。 

一方、「年齢別離婚率の合計」は、仮に離婚する年齢を 80 歳までと設定し、「男は 18 歳から 80 歳ま

で、女は 16 歳から 80歳までの年齢（各歳）別離婚率をそれぞれ合計したもの」で、１人の男または女

がその年齢別離婚率で一生の間に離婚をするとしたときの離婚回数に相当する。令和２年の「年齢別離

婚率の合計」をみると、男が 0.26、女が 0.27 となっている。これは、仮に令和２年の年齢別離婚率で

離婚するとした場合、平均して一生の間に男は 0.26 回、女は 0.27 回離婚することを意味している。 

平均して一生の間に男は 0.79 回の結婚と 0.26 回の離婚をし、女は 0.84 回の結婚と 0.27 回の離婚

をすることから、結婚に対する離婚の割合は男女とも 0.32 となる。すなわち、およそ結婚した３組に

１組が離婚していることになる。（表４） 

表４ 年齢別婚姻率・離婚率 －令和２年－ 

 

 

 

 

 

 

  

（参考）年齢別婚姻率・離婚率の合計は具体的には、以下のように計算している。 

 

 


